
I. は じ め に

2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分に，宮城県沖を震源と

するマグニチュード9.0 の東北地方太平洋沖地震が発

生した。南関東地方（東京都内：震度5強）では，大

正関東地震（1923 年）以来の比較的大きな地震動（K-

NET 辰巳：三成分合成最大加速度 224.4 Gal1)）で

あった。特に，震央から約 400 km 離れているにもか

かわらず，東京湾岸北部の埋立地で，広範囲の液状化

が発生した。これらの原因は，①地震動の加速度振幅

がそれほど大きくなかったわりには継続時間が非常に

長く，地盤内での繰返しせん断回数が多かったこ

と2),3)，②本震の29 分後に茨城県沖を震源とするマグ

ニチュード 7.6 の最大余震の影響が関与しているこ

と4),5)，③明治時代後半から本格的に埋立事業6)が開始

されたことによる埋立地盤の年代効果の影響7),8)，④

道路舗装下での土砂流動の影響による液状化被害の助

長9),10)など，現在，さまざまな観点から検討が進めら

れており，今後の成果を期待するものである。

本報では，東北地方太平洋沖地震で特に液状化の発

生規模が大きかった東京湾岸北部に位置する東京港新

木場埋立地での液状化特性を検討するため，噴砂発生

（液状化）地点と非噴砂発生（非液状化）地点でのボー

リング調査，ならびに，噴砂発生地点でのトレンチ掘

削による噴砂痕跡調査を行ったので,ここに報告する。

II. 新木場埋立履歴

図-1には，東京湾全域での埋立分布図とその形成

期を示す11)。観音崎と富津岬を結ぶ湾口以北の東京湾

臨海部で，多くの埋立地が隣接している。

写真-1は，図-1の破線領域内での現在の東京港を

示しており，白く丸で囲った部分が，今回の調査対象

となる新木場埋立地である。新木場地区は，昭和 40

年代から本格的な埋立事業が開始されており（写真

-2），主な浚渫土砂は荒川河口付近より採取した砂質

土である12)。
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図-1 東京湾全域での埋立分布図と形成期

写真-1 現在の東京港

写真-2 新木場地区での埋立履歴変遷



III. ボーリング調査

図-2には，新木場地区で行った3カ所（A，B，C）

でのボーリング調査地点を示す。白い線で囲まれた範

囲は，国土交通省と地盤工学会13)が調査した液状化の

発生推定範囲を示す。

写真-3には，周辺部での主な液状化の被害状況事

例を示す。特に，新木場地区では液状化被害が顕著

で，道路脇歩道での大量の噴砂痕跡が見られた9)。

図-3には，ボーリング調査結果から推定される地

層断面図を示す。Aから C地点に向かって，表層部

の盛土層（B層）や浚渫土層（H層）は薄くなる傾向

にあるが，上部有楽町層の沖積粘性土層（Ycu1層）や

沖積砂質土層（Ysu1 層）は厚くなる傾向にあった。

噴砂発生地点であるAやB地点と比較して，噴砂の

痕跡がない C 地点の H 層や Ysu1 層での N 値は 20

以上と比較的大きかった。また，B層は建設残土など

が含まれており，非常に不均質な盛土材料であった。

図-4（a）（b）には，Aと B地点ならびに C地点か

ら採取した不攪乱試料による，せん断ひずみ両振幅

7.5％とした中空ねじりせん断試験結果を，H 層と

Ysu1層で示した。図-4（a）に示すH層では，噴砂発

生地点の有無による液状化強度の差異をそれ程明確に

示さなかったが（繰返し載荷回数 20 回での繰返しせ

ん断応力比は約0.20），繰返し載荷回数が増加するに

従って，繰返しせん断応力比は0.1程度の小さな値を

示す傾向にはあった。図-4（b）に示すYsu1層では，

噴砂発生地点の有無による液状化強度の差異が見ら

れ，噴砂発生（A，B）地点での繰返しせん断応力比

（繰返し載荷回数20 回）は約0.25 となった。

図-5には，Aと C地点での液状化抵抗率（FL）と液

状化指数（PL）を示す。判定用の地表面加速度は，新

木場地区に近いK-NET 辰巳1)で得られた強軸方向で

の最大加速度 224.5Gal を，判定式は東京都土木技術

研究所式14)を用いている。C地点では，一部，FLが 1
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図-2 ボーリング調査地点（3カ所：A・B・C）

写真-3 液状化の被害状況事例

図-4 中空ねじりせん断試験結果（H層・Ysu1層）

図-3 地層断面図（新木場地区）



を下回る箇所もあるが，PLも5以下と比較的小さいこ

とから，噴砂の発生がなかったとする理由の判断根拠

になると考える。

IV. 噴砂痕跡調査

液状化による噴砂挙動を検討するため，B地点での

トレンチ掘削による噴砂痕跡調査を行った。写真-4

は，トレンチ掘削箇所（T事務所内駐車場）での当時

の噴砂発生状況を示しており，5 cm程度のアスファ

ルト舗装の亀裂部分から噴出した大量の噴砂堆積物が

確認されている。

写真-5は，掘削状況を示しており，地表面へと到達

する噴砂痕跡をうまく観察することができた。写真

-6は，地下水が流出し始めるG.L.−3.5 m 付近から

採取した砂質土であるが，貝殻を多く含んでいること

から，荒川河口沿岸部より運搬された浚渫土砂と思わ

れる。

図-6 には，トレンチ掘削での観測断面図を示す。

G.L.−1.0 m以深では噴砂痕跡幅が局所的に広く，噴

砂が地表面に向かって噴出する際の流速が急激に変化

したことが考えられる。また，G.L.−3.5 m以深にあ

るH層（浚渫土層）が，液状化層であるかの確認を行

うための試料採取を実施した。図-7には，図-6に示

す試料採取位置での粒径加積曲線を示す。G.L.−3.5

mでの採取試料による粒度分布は，B層（盛土層）と

は明らかに異なった形状を示しており，G.L.−0.3 m

とG.L.−1.0 m での細粒分含有率は 20％程度と若干

大きくなるが，噴砂痕跡での粒度分布に近似している

ことから，盛土直下の浚渫土砂が液状化して噴出した

ものと考えられる。また，均等係数も B層で約20.9，

噴砂痕跡位置で約 3.6，H 層（G.L.−3.5 m）で約

2.7であることからも明らかである。

図-8，9には，埋立て当時の竣工図面から想定する

現況断面図と，昭和 50 年の航空写真にそれぞれの現

況想定配置図を重ねたものを示す。二重木柵（初期仮

護岸）を伴った初期埋立地が完成した後，第二期仮護

岸（タイロッドによる控え工を伴う鋼矢板）を伴う護

岸拡張工事（第二期埋立地），さらに第三期埋立地と造

成が進められたと推察される。図-9に示した今回の

トレンチ掘削箇所を勘案しての大凡の亀裂発生区域を

図-8に示した。二重木柵を含めた控え工付近で地表

面に亀裂が発生していることから，既存の地中構造物

が，噴砂規模を拡大させた地中内亀裂に何らかの影響

を及ぼしている可能性があると考えられる。表層部で

の盛土層厚が 3m 以上と比較的厚いにもかかわらず，

大量の土砂が噴出したのは，本震後，浚渫土層の間隙

水圧が高い状態を維持したまま，余震による再液状化
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図-5 液状化抵抗率（FL）と液状化指数（PL)

写真-4 噴砂発生状況（T事務所内駐車場）

写真-5 掘削状況

図-6 トレンチ掘削での観測断面図

図-7 粒径加積曲線

写真-6 浚渫土砂



の影響で，浚渫土砂が亀裂部分に沿って噴砂したもの

と考えられる。また，トレンチ掘削箇所は護岸屈曲部

分に近いため，特に地震時の応答特性が複雑に変化し

て影響を与えた可能性もあり，今後検討する必要があ

る。

V. ま と め

東北地方太平洋沖地震で，特に液状化の発生規模が

大きかった東京港新木場埋立地での液状化特性を，噴

砂発生地点と非噴砂発生地点でのボーリング調査，な

らびに,噴砂発生地点でのトレンチ掘削調査を行った。

1） 噴砂発生地点の有無による液状化強度の差異

を，浚渫土層での繰返しせん断応力比で明確に

示すことはできなかったが，FLと PLによる差

異によって示すことは可能であった。

2） トレンチ掘削では，噴砂痕跡が浚渫土層から地

表面まで貫通している様子が確認され，浚渫土

砂が噴砂した試料であることを，粒度分析より

推定することができた。

3） 埋立て当時の竣工図面から想定する現況断面図

と噴砂規模の拡大を助長させたと推測する亀裂

発生区域の関係から，既存の地中構造物（控え

工など）が何らかの影響を与えたと同時に，余

震による再液状化により，亀裂部分に沿って大

量の噴砂が発生したものと考える。
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図-8 現況想定断面図

図-9 現況想定配置図（平面図）


